平成24年度第１回　大阪府青少年健全育成審議会第３部会　議事概要

■日　時　　　平成24年６月10日（日）午後１時～午後２時50分

■場　所　　　大阪府公館

■出席者　　　金田委員、岸本委員、野口委員、渡辺委員

■内　容　　　

司　会　　　　　ただ今から、平成24年度第１回大阪府青少年健全育成審議会第３部会を開催させていただきます。本日、司会を務めさせていただきます青少年課の田中でございます。よろしくお願いします。
　審議に入ります前に、青少年課長の播本より、一言ご挨拶を申し上げます。

課　長　　　　　大阪府青少年課長の播本でございます。委員の皆様方には大変お忙しいところ、また日曜日にもかかわりませず、出席を賜り感謝申し上げます。
　また日ごろから、大阪府の青少年健全育成施策の推進にご理解・ご協力をいただきますとともに、青少年健全育成条例の運用にあたり、熱心にご議論をいただいておりますこと、改めてお礼申し上げます。
　さて、昨年３月の青少年健全育成条例の改正では、皆様方のご議論を踏まえ、見る側の価値判断からではなく、被写体となる子どもを守るという観点から「子どもの性的虐待の記録」という新たな概念を設け、これらを製造、販売、所持しないよう努力規定を設けたところであります。
　昨年7月の施行から１年が経過しようとしていますが、本年の５月府議会で、児童ポルノの所持に係る罰則規定の設定などを求める質問がありました。
知事は、「子どもの性的虐待の記録をなくす取組みについて青少年健全育成審議会でご議論いただき、しっかり検討していく」旨を答弁しております。
私としては、実態を十分把握した上で、今後さらなる効果的な取組みについて検討していく必要があると認識しております。
本日は、この間実施してきた「子どもの性的虐待の記録」の流通実態調査の結果などをご報告するとともに、今後の取組みの方向性についても少しご意見をいただければと考えております。
委員の皆様方には忌たんのないご意見・ご審議を賜りますよう、どうぞよろしくお願いいたします。

司　会　　　　　本日、ご出席の委員は、第３部会委員６名中、４名のご出席をいただいておりますので、審議会規則第５条第２項、第６条第７項の規定により、本部会は成立しておりますことをご報告させていただきます。
また、本日、当部会の園田部会長はご欠席されておられます。審議会規則では、部会長が欠席する場合は、予め部会長が指名する者に部会長代理をお願いすることになっております。園田部会長からは青少年健全育成審議会の会長であります野口委員にお願いしてほしい旨お聞きしております。野口委員よろしくお願いします。
　なお、本日の資料ですが、次第、本部会の委員名簿、青少年健全育成条例本文、資料１から資料３までを配布いたしております。
それでは審議に移ります前に、青少年健全育成審議会の野口部会長代理に一言いただきたいと存じます。

部会長代理　　　園田部会長が欠席ということで、部会長代理を務めさせていただきます。
さきほどの課長からの挨拶にもありましたように、「子どもの性的虐待の記録」をなくすための有効策を当審議会で、しっかり議論をしていきたいと思います。
本日は、まずは、「子どもの性的虐待の記録」の流通実態等を事務局が調査してきたということですので、その報告を受けて、その後に今後の取組みについて様々な観点からご意見を頂戴したいと思います。よろしくお願いします。

司　会　　　　　野口代理、有難うございました。それではこの後の進行につきまして、よろしくお願いします。

部会長代理　　　それでは、議事に入りたいと思います。
「子どもの性的虐待の記録」についての現状について事務局から説明をお願いします。

事務局　　　　　資料１をご覧ください。
まず、前回の第３部会開会時に確認いただきました「個別審議の流れ」について説明させていただきます。
資料の下部にある「第３部会での個別審議のながれ」をご覧いただきまして、
一番目として、府民からの情報を収集するとともに、「子どもの性的虐待の記録」が疑われる図書類を事務局が購入して、内容を検討する。また、モデル撮影スタジオ等の実態調査を行います。
次に、疑わしい記録物について、調査が必要かどうかを第３部会でご審議いただきます。調査が必要と判断されたものについては、事務局が事業者や保護者等に対して聞き取り調査を行います。さらに、調査結果をもとに第３部会において、「子どもの性的虐待の記録」に該当するかどうかご審議いただき、該当する場合には、事業者や保護者への指導内容及び情報の周知内容・方法について、ご審議いただきます。最後に、事務局が事業者や保護者等に指導、助言し、府民に公表する。こういった流れで第３部会を運営させていただく、ということになっています。
前回は、その最初の部分である「情報収集の対象・方法」について、委員の皆様からご意見を頂戴いたしました。本日は、ご意見を頂戴した部分について、実態調査等を実施しましたのでご報告申し上げます。

まず、モデル撮影スタジオ・少女撮影会についてですが、モデル撮影会等のモデルが数年前から低年齢化していることを踏まえ、その実態を把握するため府内28事業者にアンケート調査をH24.2月に実施しました。そのうち、回答があったのが12店舗となっています。
　　　　　　　　ここで、前回にもご説明していますが、モデル撮影スタジオの概要について簡単に触れておきます。営業スタイルは、個室での個人撮影や屋内外での団体撮影会、デート撮影等があります。料金体系は、水着、コスチューム、下着等のコースによって料金設定が異なっています。
　　　　　　　　調査内容は、ページをめくっていただいた資料１－１になります。調査時期は平成２４年２月で、調査対象は、大阪府内のモデル撮影スタジオ及びモデル撮影会主催者２８店舗で、調査内容は、モデル撮影スタジオ等における１８歳未満のモデルの割合及び営業状況等を調べました。
調査結果としては、２８店舗のうち、転居先不明等で未配達が４店舗で１２店舗から回答がありました。回答のあった12店舗のうち、18歳未満のモデルの募集を行っているのは６店舗で、この６店舗について下の表に記載しています。
この6店舗のうち、調査時点で18歳未満のモデルを扱っていたのは上から５番目までの店舗で合計32人でした。18歳未満のモデルの採用又は契約の際には、保護者による同意書の提出を義務付けています。この６店舗では18歳未満のモデルに対して配慮がされており、利用客への利用規約等で禁止事項等を記載しています。主なものとしては、下着での撮影の禁止、撮影中のひわいな声かけの禁止、ローアングルからの撮影の禁止等があります。　　
アンケート調査のあと、18歳未満モデルを扱っている店舗に2か所訪問調査をしました。スタジオの様子を撮影した写真が少しありますのでご覧ください。実際にモデル撮影しているところの画像はないのですが、スタジオの設備等をご覧いただきたいと思います。
　　　　　　　　回答のあったこれらのモデル撮影スタジオについては、アンケートや聞き取り　の結果、「子どもの性的虐待の記録」に該当するような行為は確認できませんでした。ただし、アンケートの未回答店舗が１２店舗ありますので、今後、未回答店舗に絞って、調査を継続してまいります。

次に図書類についてですが、特定の書店で販売されているジュニアアイドル写真集、ジュニアアイドルDVDを購入し内容を確認しています。確認の結果、一部に水着や下着姿ででん部を強調する姿態をとらせているものが見受けられますが、総じて、条例改正前より性表現は抑えられていると感じられます。ここで、最近販売されているジュニアアイドルのＤＶＤを少しご覧いただきたいと思います。
次に、写真集の方ですが、条例改正前に出版されている分と最近販売されている写真集を比較してご覧いただきたいと思います。
事務局としては、以前より性表現は抑えられていると考えますが、委員の皆様には後程、これらの図書類について、次のステップとしての調査が必要かどうかご審議いただきたいと存じます。なお、引き続き出版物の内容について定期的に調査確認を行いたいと存じます。

次に、日本橋周辺地域において違法にDVDを販売している事業者の調査に行ってきましたので、その報告をさせていただきます。これらの販売店は、夜だけ街頭に置き看板をたてて、雑居ビルを利用して営業しています。
調査を行ったのは金曜日の午後７時から９時頃の間でしたが、このような販売店を11店舗確認できました。11店舗中、児童が被写体となっているDVDを販売していると確認できた店舗は２店舗で、また、商品数はわずかで全体の１％未満となっていました。
内容を確認したＤＶＤの収録内容は、公衆浴場やトイレでの盗撮等で、児童ポルノ法違反に該当する可能性が高いものでしたので、これらについては府警に情報提供しました。今後とも児童ポルノ法違反等が明らかなものについては、府警に情報提供し摘発の徹底を要請してまいります。

部会長代理　　　図書類については、一時に比べると性表現が抑えられているのではないかとの事務局の説明であったが、実際、ご覧になって皆さんは、どのように思われましたか。
資料１の一番下に「第３部会での個別審議の流れ」に記載のとおり、「子どもの性的虐待の記録」に該当すると認められれば、次のステップとして、事業者や保護者等に対する調査を行うこととなるが、その必要性についてご意見をいただきたい。

委　員　　　　事業者に対しては、条例で「子どもの性的虐待の記録」の製造・販売をしない努力義務が規定されて、事業者の自主規制が促されて性表現が抑えられているのであれば、条例改正の効果が表れていると思うが、保護者の意識は変化していないのではないか。子どもの今後の成長を考えた時に、被写体にさせる行為は、今後の人格形成に非常に影響が出るのではないかと思う。そういった認識が薄い保護者に対して、何らかの取り組みが必要ではないか。

委　員　　　　私は条例改正前と比べると、最近、店頭で販売されているものは、性表現は自粛されており、かなり抑えられていると思う。

委　員　　　　昨年、東京都が条例を改正したのをきっかけに15歳未満の児童をモデルに使用する際は、見る側に扇情的なポーズとの疑念を抱かせるようなことが一切ないように日本雑誌協会の会員94社に申し合わせをしている。そのため、協会では倫理委員会を設置し、月２回、毎回1200にのぼる出版物の検本を行っており、１ページでもそういった箇所があれば排除している。
しかしながら、会員外の出版社から児童に扇情的なポーズをとらせた出版物が出されており、出版がいけないとは言えないが、個人的には児童に扇情的なポーズをさせるのはいかがなものかと思う。

委　員　　　　事務局に４点ほど質問したい。
①条例改正の周知は行きわたっているのかどうか。②モデルスタジオは全店調査されていないようだが、未回答店への対応はどうするのか。③違法DVD店への調査は定期的に行うのか。審議会等からの要請があればその都度行うのか。④保護者への意識改革を考える必要があると思うがどうか。
今回のテーマとは異なるが、週刊誌では成人女性の裸が掲載されており、青少年が家庭内や病院の待合室等で偶然目にする機会もあるだろう、青少年に与える悪影響は少なくないと思うので、保護者や大人の責任に関する意識啓発も必要ではないか。

事務局　　　　　まず、条例改正の周知徹底ということですが、市町村、条例の規制対象業種団体、青少年指導員等へ改正のリーフレットを配布しています。大阪府の青少年課ホームページにも掲載し周知を図っているが、さらなる浸透を図るために次の手段も考える必要があると認識しています。モデル撮影スタジオについては、今後、未回答の店舗に絞って全店を調査する予定。無許可営業ＤＶＤ販売店の調査については、実態把握の位置づけで今回、調査したところであり、大阪府警で定期的に調査しているとも聞いており、府としては不定期に実施したいと考えています。保護者等への啓発は、私どもも必要だと感じています。

委　員　　　　モデルスタジオに子どもを連れてくるのはどんな親か。学校にもきっちり通わせているのか。

事務局　　　　　私どもが聞き取り調査等をした店舗では、18歳未満のモデルは全員高校生で、自分の意志で応募してきているとのことでした。応募理由としては、将来、モデルを職業にしたいと考えているので、まずこうした撮影スタジオでモデルの勉強をしたいというものでした。

委　員　　　　低年齢のモデルについては、親からの売り込みが多いのではないか。

委　員　　　　日本雑誌協会の会員社からは、親からの売込みが強いと聞いている。営利目的で親が売り込んでくるということなので、親の意識改革が大切だと感じる。

委　員　　　　低年齢の児童については、親の言いなりで水着等を着て股を広げたポーズをさせられているのだろうが、その子が大人になって自分のそのような写真等を見た時は相当のショックを受けるのではないか。いっときの親の小遣いかせぎで子どもがそのような被害にあうことは、やはり防がないといけない。保護者を含めた大人への啓発が必要だ。

委　員　　　　出版社はほとんど東京にあるため、東京の出版社の意識改革が必要。今回拝見したこれらの写真集の出版社は自主規制している団体に加入しているのか。

委　員　　　　加入していない。

委　員　　　　加入していない出版社への対策も必要。業界の自主規制団体を設置できないのか。

委　員　　　　今後の課題と認識している。

委　員　　　　大手の書店は女性客が寄り付かなくなるので、性表現の過激な出版物は置きたくないのが本音。だが、小規模な書店は取次店まかせのところがあり、書店側で書籍を選べない立場にある。そういう意味では取次店への啓発も必要だと思う。

部会長代理　　　自主規制団体への未加入出版社の実態がよくわからない。東京都と府で一度対策を協議してみてはどうか。出版物については定期的にチェックをかけ、何か疑義が生じることがあれば審議会に問題提起されたい。
　　　それでは、いったん資料１についてのご意見をくぎらせていただいて、次の「大阪府警等による児童ポルノ法摘発事例」について事務局から説明をお願いします。

事務局　　　　　資料２をご覧ください。ここでは、児童ポルノ法違反で大阪府警等により摘発された事例を記載しています。その詳細については、次のページから新聞記事を添付していますので、記事とあわせてご覧ください。
まず、アの学童保育の指導員ですが女児を自宅に連れ込み、わいせつ行為を撮影し、その記録物をメールで愛好者仲間に送信していたという事例です。イは．大阪府の小学校教諭ですが、公衆浴場で女児の裸の盗撮画像をネット上で愛好者と交換していたというもの。ウは、ネットで販売するため児童ポルノＤＶＤを所持していたというもの。エは、ネットで児童ポルノ画像を販売したというもので、これは全国協働捜査方式による初の摘発事例となります。全国協働捜査方式とは、後程、資料３でもご説明しますが、ネット上の有害情報や違法情報の通報受付窓口として国が平成18年に設置したインターネット・ホットラインセンターから警察庁に寄せられた違法情報について、警察庁が発信地域を割り出し、関連のある各都道府県警察に情報提供をすることで、各地域の警察が捜査を始めるというシステムで、平成23年度から実施されています。オについては．児童ポルノ法違反で検挙された被疑者が、その販売を行うために使用していた動画ダウンロードサイトの運営会社について、違法な行為が行われていると知りつつ、児童ポルノ画像の掲載や販売を放置していたため、児童ポルノの提供ほう助で摘発されています。カについては．成人男性が携帯電話のゲームサイト内で女子中学生になりすまし、知り合った男子中学生に裸の写真を送らせ画像を収集していたものです（他県警）。
キは、ネット上のコミュニティサイトで中高生を対象にモデルを募集し、わいせつＤＶＤを製造・販売していたというものです（他県警）。クは、保護者が幼児である娘の裸をネット上で販売していたというものです。（他県警）
なお、警察が捜査する際の情報源は、保護者や被害児童からの相談やインターネット・ホットラインセンターからの通報によるとのことです。
また、大阪府警による児童ポルノ法違反の摘発件数は、H22年64件、H23年89件、H24.1～3月は43件と、増加傾向にあります。
被害者をつくらないための取組みとして、今後、青少年・保護者・学校指導者等に対し、啓発活動を府警、府教委等の関係機関と連携して進めてまいります。

部会長代理　　　ただいまの説明に対し、ご意見等がありましたらお願いします。

委　員　　　　今後の取り組みとして、保育関係が抜けているのではないか。保育所入所の待機解消策として３歳までの乳児を預かる「保育ママ制度」が進められているが、これは保育士資格を持たない者でも参入できる制度となっているため、視点を変えれば、密室のなかで声を発することのできない乳児にとっては、いたずらや虐待される危険性がでてくると思う。本来の目的である保育が適切に行われずに、監視のない密室で、「子どもの性的虐待の記録」の被害者になったり虐待を受けたりすることを危惧する。

委　員　　　　　そういう意味で、子どもが被害にあうことのないよう、福祉部とも連携しながら、対策を検討していってほしい。

事務局　　　　福祉部とも調整しながら有効な対策を検討していきたいと考えています。

委　員　　　　これらの児童ポルノ法違反の摘発事例を活用して、啓蒙することが大切。単に摘発事例を報告するだけでなく、府の条例でこうしたことが禁じられていることを周知することで、軽い気持ちでしたことが犯罪になることがあるのだということを知らしめることにもなるし、周りも注意するようになる。また、教育委員会との連携はきっちりできているのか。青少年に最も近い機関である学校や教育委員会に青少年健全育成条例の細部について浸透していない印象があるので、しっかり連携をとって啓発していくことが必要だと思う。

委　員　　　　子ども同士のいじめで、子どもの裸を写真に撮り、広くばらまくということがあるが、こうしたことが犯罪に当たることを親や学校側がそれほど認識していなくて、やんちゃな事例と軽く対応している場合がある。学校によって温度差はあるが、学校指導者や教育委員会にそういった画像の流出行為は「子どもの人格を傷つけている」という重大性を認識してもらう必要がある。

部会長代理　　　大阪では人権教育の取組みが進んでいると思っているが、現場ではなかなか徹底できていないのかもしれないね。
　　　　　　　　両委員のご意見を踏まえ、教育委員会と連携をしっかりとって、子どもの人権を守るという点で対応していってもらいたい。
　　　　　　　　他にご意見ございませんか。

委　員　　　　　東京都では、児童ポルノ法関係は敏感というか厳しく対応している。都の青少年担当セクションに警察からの派遣職員が配置されており、警察との情報共有を頻繁に行っているようだ。
児童ポルノ法に関しては、日本雑誌協会は引き続き国の動向を注視していきたいと思っているが、児童を守るという観点から、実在の子どもを性の被写体とすることはあってはならないことだと考える。

委　員　　　　府青少年課も府教育委員会でも警察からの職員を配置していますね。

事務局　　　　　府青少年課に２人、府教育委員会に１人警察職員が配置されている。府警との連携・情報共有には力を入れている。

部会長代理　　では、事務局には教育委員会や福祉部との連携を深めた上で、有効策を検討していただくということをお願いして、次のインターネット・ホットラインセンターの通報状況について説明をお願いします。

事務局　　　　資料３をご覧ください。一枚めくっていただいて、インターネット・ホットラインセンターについてですが、図左端のインターネット利用者がネット上に違法な情報や有害な情報を見つけると、ホットラインセンターに通報していただきます。ホットラインセンターは、センター内でそのサイトを解析して、右側の矢印になりますが、違法なものは警察庁へ通報し、その情報は警察庁で発信地域を特定したのちに、関連のある都道府県警察に情報提供され、その地域で捜査が開始されます。また、それと同時に、ホットラインセンターは違法情報や有害情報についてプロバイダにその画像を削除するように要請を行います。
また、上の矢印になりますが、海外サーバーを利用しているサイトについては、諸外国との連携により違法情報に対応しています。日本は 諸外国におけるホットライン相互間の連絡組織であるインターネット・ホットライン国際協会にH19年3月に加盟しています。また、下の矢印ですが、違法情報については、そのサイトを見れないようにするブロッキングをするためのアドレスリストを作成する団体にも情報提供しています。

前のページに戻っていただいて、通報状況としては、受理件数は年々増加しており、そのうちの違法情報についても増加しています。そのうちの児童ポルノについては、平成22年までは増加していたのですが、23年には減少に転じています。これは、国の児童ポルノ排除総合対策として平成２３年４月から実施されている児童ポルノ画像のブロッキング対策の効果が表れていると考えられます。
国のブロッキング対策については、資料の３ページ目の新聞記事をご覧ください。昨年４月に開始された時点ではブロッキング対策に加盟しているプロバイダは９社でした。本年６月８日現在では７３社となっており、全国のインターネット利用者の７割以上をカバーしています。
再度、１ページ目に戻ってください。通報を受けたあとの処理結果についてですが、警察庁へ通報したりプロバイダへ削除依頼を行っている件数も平成23年は減少に転じていますが、海外ホットラインへの通報件数は大きく増加しています。
インターネット・ホットラインセンターへの児童ポルノに関する通報状況は、平成23年に減少に転じていますが、一方で国のブロッキング対策の対象とならない、サーバーを介さずに画像のやり取りを行うファイル共有ソフト「シェア」による児童ポルノの流通が拡大していることが懸念されます。このため、新たな対策が必要となります。
これについて、滋賀県警ではファイル共有ソフト「シェア」利用による児童ポルノ拡散の防止対策について、プロバイダ１社ケイオプテイコム社と連携協定を平成24年2月に締結しています。資料の一番後ろのページに新聞記事とその前のページに仕組みを記載しているものを付けています。仕組みを記載しているページをご覧ください。これは滋賀県警のホームページをプリントアウトしたものですが、図の真ん中の滋賀県警が、ファイル共有ソフトをダウンロードしているパソコンでサイバーパトロールを行い、発信者を特定して、右下の「自らアップロードする者：Ｂ」を摘発するとともに、児童ポルノ画像についてダウンロードした者：Ａについても、取締りを行うというものです。これは、シェアというソフトの構造上、ダウンロードした画像をシェアのネットワークに保存しているだけで、シェアを利用している者は誰でもその画像を見ることができますので、ダウンロードした画像を削除をするようにプロバイダを通じて警告メールを発信します。その警告を再三、無視した者については、児童ポルノの公然陳列、ということで摘発するというシステムになります。
今後、インターネット上に流通する子どもを被写体とするわいせつな画像を防止する有効な対策について、国に要望するとともに、青少年・保護者・学校指導者等に対する啓発活動を府警、府教委等と連携して展開してまいります。

部会長代理　　　インターネットへの画像の流通は拡散するため、防止対策が必要。大阪府独自の対策として有効策の検討が必要だと思う。その際には、インターネットの状況がよくわかる専門家に入ってもらう必要がある。
　　　　　　　　続いて、２つ目の議題である「今後の取組みについて」に入らせていただきます。冒頭の課長挨拶にあったように、今年の５月府議会で「子どもの性的虐待の記録」に関連して質疑が行われたということですので、その件について事務局から説明をお願いします。

事務局　　　　今年の５月議会におきまして、大阪維新の会の議員から、「子どもを対象にしたわいせつな写真や画像が世の中に出回っていることについて、何らかの踏み込んだ対策が必要ではないか」との質問が出されました。これに対して、知事は、「子どもを対象にした、わいせつな写真や画像が世の中に出回っていることは、決して許されないものであると思っている。何とかしなければならないという思いは私も議員と同じである。昨年３月の青少年健全育成条例の改正では、新しい概念を打ち出し、府として現行法令の範囲で可能な限りの内容とした。
また、罰則については、条例で規定することに対する課題もある。しかしながら、条例改正から１年を経過しており、実態を十分把握した上で、ご指摘の点も踏まえ、大阪府青少年健全育成審議会でしっかり議論いただき、その結果を踏まえて府としての対策を進めていきたい。」と答弁しております。
　　　　　　　知事の思いとしては、保護者や青少年等への啓発やインターネット対策を含め多面的な検討が必要ということだと考えている。

部会長代理　　これまでの報告を踏まえ、今後の取組みについて意見をいただきたい。

委　員　　　　論点を整理していただきたいのですが、条例を改正した際の主旨は、子どものわいせつ画像等は子どもへの性的虐待にあたるという認識から子どもの人権をどう守るかということであったと思う。これまでの報告を聞いていると児童ポルノ画像の流通拡大に対して有効策を検討するのか、被写体となる子どもの人権をどう守るかということを論点にするのか整理が必要だと思う。例えば、後者の「被写体となる子どもの人権をどう守るか」という論点であれば、実在しないアニメやコミックは対象外ということになるし、自分の子どもを営利目的で出版業界に売り込んでいる保護者への罰則等という方法も考えられる。一方、前者であれば、子どものわいせつ画像がインターネットを中心に流通するのを防止することが論点であり、提供側への取締りを強化する他、有効な手立てを検討することになる。

委　員　　　　両方の対策が必要ではないか。被害となる子どもをつくらないということと、性的虐待の記録の流通防止という２つの側面からの議論を行う必要がある。

委　員　　　　「子どもの性的虐待の記録」を愛好すること自体が悪いと言えるのか。例えば、ギャンブルとか酒の愛好者で考えてみると、ギャンブルすることや飲酒をすること自体は法律で罰則化がされていないが、度を過ぎると加害者や被害者になりかねない。一方、覚せい剤で考えてみると所持だけで違法となり罰則がある。多方面の要素をからめて検討していく必要がある。
　　　　　　　どちらかというと「被害者となる子どもの人権を守る」という観点から議論を進めていきたいと思う。

委　員　　　　児童虐待という観点は、ちょっとこの審議会の審議内容とは違う。どちらかというと大人の責任への啓発が大切だと思う。子どもを性の商品化として利益を得ることは許せないことであり、保護者や事業者等の大人の責任の問題。効果的にどういう啓発ができるのか。その先には罰則化の検討もあるのではないか。

[bookmark: _GoBack]委　員　　　　インターネット関係が一番問題だと思う。パソコンや携帯電話さえあれば、児童のわいせつ画像を見ることができる。インターネットの対策を行わないと根本的解決にはならない。東京都もインターネットでの流通拡大への危機認識は同じであるが、難しい問題で独自の対策を打ち出せていない。大阪府として全国に先がけて何らかの有効策を検討していただきたい。

部会長代理　　有難うございました。皆様から様々な観点からご意見を頂戴しました。私の方では、それを繰り返しませんが、事務局で整理して次の審議会までに対応できる箇所については、対応をお願いします。本日は有難うございました。
それでは、これで進行を事務局にお戻しします。

司　会　　　　野口部会長代理、長らくの議事進行有難うございました。皆様からご意見を賜りました件につきましては、事務局として対応してまいります。また、特にインターネットの関係については、新しい委員の人選等も含めて事務局で検討をすすめてまいります。
委員の皆様方には、長時間にわたり、ご審議いただき、ありがとうございました。これをもちまして本部会を終了します。
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